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 エリアマネジメントは地域が行う共益的な活動であり，これまでまちの景観形成・賑わいづくりなどの

分野で成果を上げてきた．近年，日本を代表するビジネス街である大丸有（だいまるゆう）地区ではエリ

マネ活動として健康づくりが行われている．日本経済のエンジン部に当たるビジネス街で健康づくりに取

り組むことは，職場環境の向上を通じて日本経済の効率を高める一方，立地関連産業へのフィールドの提

供などを通じてその高度化に寄与する可能性も持っている．こうした活動を持続的なものとするためには，

これを地域ビジネスの軌道に乗せていくことが有効と考えられる．エリマネとして行われている健康づく

りについて，地域ビジネス化という観点からその現状と課題を明らかにするとともに，エリマネ団体の役

割について考察する． 
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１． はじめに 

 

近年，自動車依存のまちづくりが健康に与える影響な

ど，まちづくりと健康の関係について徐々に関心が向け

られるようになっている．また，成長する都市化社会か

ら成熟した都市型社会に移行するに従って，これまでの

「つくるまちづくり」から「使うまちづくり」「育てる

まちづくり」へと，まちづくりの考え方自身にも転換点

が来ており，そうした中で「エリアマネジメント」（以

下本稿では必要に応じて「エリマネ」と略称する．）が

注目を集めている１）．もともとは北米の都市で始まっ

たものであるが，日本においても，今世紀に入り良好な

景観の維持，賑わい創出，環境，防災，防犯などをテー

マに様々な形でエリマネが展開されるようになっている． 

日本を代表するビジネス街である大丸有地区では複数

のエリマネ団体が連携しながら活発な活動を行っており，

賑わいのある魅力的なビジネス街の形成に貢献してきた．

そうした中で，近年，ラジオ体操，綱引き大会，「丸の

内ワーク＆ヘルス」プロジェクトなど健康づくりに関わ

る多様な試みがエリマネ活動として行われており，こう

した動きは他の地域のビジネス街にも広がりつつある．

日本経済のエンジン部にあたるビジネス街で健康づくり

に取り組むことは，健康で健全な職場環境の向上を通じ

てエリア内企業の生産性を上げ，日本経済の効率を高め

ることにつながるはずである．また，地域に立地する健

康関連産業へ実証フィールドを提供するなどして健康産

業の高度化にも寄与する可能性もある． 

こうした「ビジネス街におけるエリマネとしての健康

づくり活動」を社会的にインパクトのある持続的なもの

とするためには，これを地域ビジネスの軌道に乗せてい

くことが一つの方法と考えられる．ビジネス街において

は，健康づくりをビジネスとして成立させ得る要因がい

くつか存在している．第一に，需要側の要因として，健

康に関してよく似た特性を有する需要者（オフィスワー

カー）がかたまりで存在しており，需要密度という観点

でビジネスの展開には有利と考えられる．また，健康経

営が注目される中，ワーカーのみならず企業や健保組合

も二次的な需要者となると考えられ，需要の組織的な掘

り起こしができればさらに効率的である．第二に，供給

側の要因として，多様な健康関連産業が近接して立地し

ており，地域のネットワークの中で健康関連サービスの

イノベーションが起こる可能性がある．第三に，補助的
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な要因として，エリマネ団体の存在がある．エリマネ団

体は，エリアに関する知識を活かしてイベントの開催や

企業が交流・情報収集する「場」を設定することにより，

需要・供給の両面からビジネス成立の条件を整える一方，

官民連携の枠組みを構築することで個別企業には困難な

公的支援を引き出すことができる． 

本研究は，ビジネス街のエリマネ活動として行われて

いる健康づくり活動について，地域ビジネスとしての成

立の可否という観点からその現状と課題を明らかにする．

事例として，「丸の内ラジオ体操」「大手町・丸の内・

有楽町仲通り綱引き大会」及び「丸の内ワーク＆ヘル

ス・プロジェクト」を取り上げ，それらの現状を紹介し

つつ，前二者については主に健康づくり活動の需要側か

ら，後者については主に供給側から，それぞれビジネス

化に向けての課題を考察する．これらの事例を取り上げ

るのは，これらが大丸有規模で取り組まれている代表的

な取組みであることに加えて，ビジネスとして見た場合，

需要側と供給側のそれぞれに関連する対照的な視点を提

供してくれる好個の事例となっているからである．さら

に，札幌駅前通まちづくり株式会社による「人体改造カ

ブ式会社」の取組みを取り上げ，大丸有エリアの分析か

ら得られた知見をその他の地域に応用する際の手がかり

を探る．最後に，地域ビジネスとしての健康づくり活動

についてエリマネ団体に期待される役割を整理する．用

いる資料はインターネット等で収集した公開情報のほか，

健康づくり活動に参加した企業やエリマネ団体の担当者

に対するインタビューで直接聞き取った内容，及びその

際に入手した内部資料である． 

 

 

２． エリアマネジメントについて 

 

(1)背景と現状 

 エリアマネジメントとは，一般的には「地域における

良好な環境や価値を向上させるための住民・事業主・地

権者等による主体的な取組」と定義されている 3)．厳密

に法令上定義された言葉ではなく，様々な団体が行う

様々な活動が含まれている．もともとはカナダや米国に

おいて，道路・公園の清掃や地区の防犯活動を行うため

に住民自身が自治的な組織を作り，不動産所有者や事業

者から負担金を徴収する BID (Business Improvement 

District)という形で始まったものが一つの源流になっ

ているが 4），近年では英国やドイツなどにも広がり，

より積極的に地区の情報発信やプロモーションなどの多

様な活動が行われている． 

日本でも，住宅地や商業地などで様々な属性の団体が

様々な活動を自主的に展開している．典型的な活動とし

ては，ガイドラインなどを策定して街並みや景観の維持

向上を図る，道路や公園の清掃活動を行う，見回りや防

犯カメラの設置などによる防犯活動を行う，防災訓練や

備蓄などエリアの防災活動を行う，公共空間を活用した

イベント開催等による賑わいを創出する，などが挙げら

れる 5）．定義が緩やかなため，活動を行っている地

区・団体の数を把握することは容易ではないが，全国組

織である全国エリアマネジメントネットワークには比較

的規模の大きい 36 団体が会員として登録し，目立った

活動を行っている 6）．また，国土交通省・和歌山大

学・京都大学が都市再生特別措置法上の「都市再生整備

計画」を策定している全国の地方自治体に対して行った

調査では，大小併せて 574団体が把握された 7）．その一

部は社団法人，NPO 法人，株式会社などの法人組織とな

っているが，7 割程度は法人格を持たない任意団体とし

て活動している．事務局の人員や予算規模も様々である． 

もともと，地域の当事者が地域の環境や価値を向上さ

せるための取り組みであり，必ずしも公益のための活動

ではないが，道路・公園の清掃・防犯活動が来街者にも

便益をもたらしたり，エリアの防災活動が帰宅困難者対

策としても効果を発揮したりするなど，活動は公益的な

色彩も帯びている．国土交通省等の調査でも，49％の地

方自治体がエリマネ団体の活動の利益が地域外へ波及し

ていると回答している 8）．一方で，エリマネ団体の

33.5％が財政面の課題に直面していると回答しており，

人材面の課題（全体の 47.5％）と並んで財源不足が大

きな課題となっている 9）． 

 

(2)大丸有エリアにおけるエリアマネジメント 

 これらエリマネ団体の中で最も長い歴史と規模を誇る

代表例が，東京都千代田区の大手町，丸の内，有楽町に

わたるエリア（いわゆる「大丸有エリア」）で活動する

団体である．大丸有エリアは東京駅と皇居に挟まれた日

本を代表するビジネス街であり，面積 120ha，4,300 の

事業所に 28万人のワーカーが勤務している（図-1）． 

 

 

図-1 大丸有地区の地図（出典：大丸有地区まちづくり協議会

HP） 

35 / Global Business Journal, Vol.4 No.1, 2018



 

    

図-2 大丸有地区のエリマネ団体（出典：大手町・丸の内・有楽町まちづくりガイドライン 2014） 

 

ここに本社を置く上場企業は 92 社あり（2012 年末）， 

その年間売上高は日本の企業の総売上高の約 10％を占

めている 10）．このエリアで活動しているエリマネ団体

は複数あり，それぞれが団体の特性に応じた法人形態で

相互に連携しつつ活動を行っている（図-2）．このうち，

主な団体は「大丸有地区まちづくり協議会」，「大丸有

エリアマネジメント協会」，「エコッツェリア協会」の

三者である．最初の「協議会」は，地権者を会員とする

一般社団法人であり，まちの将来像とその整備手法・ル

ールを地権者間で共有し，エリアが付加価値を高め，持

続的に発展するための取り組みを行っている．次の「協

会」は，特定 NPO 法人であり，まちの将来像に基づき，

地域の活性化（道路や広場等の公的空間の活用を含む）

や，環境改善，コミュニティ形成を具体的に推進してい

る．三番目の「エコッツェリア協会」は，地区に集う企

業・就業者とともに環境・健康等の社会課題を解決する

ため，次世代の働き方を実験しながら研究開発・事業企

画に取り組んでいる一般社団法人である． 

これらエリマネ団体の主な活動としては，「大丸有地

区まちづくりガイドライン」11）「緑環境デザインマニ

ュアル」12）の策定による街並みの整備，道路空間での

オープンカフェ・キオスク店舗などによる賑わいの創出，

大小さまざまな規模なイベントの開催，環境の保護や防

災に向けた取り組みなどが挙げられるが，最近では，企

業や人材の集積を活かしたイノベーションの促進にも力

を入れている．そうした長年の努力の成果の一つとして，  

 

図-3 丸の内仲通りのかつてと今（出典：三菱地所HP） 

 

かつては土・日曜日は人がいない殺伐とした空間となっ

ていた丸の内のメインストリートの仲通りが，現在では

緑豊かな賑わいある街となっている（図-3）． 

 

 

３． 大丸有エリアにおける健康づくりへの取組 

 

(1) 丸の内ラジオ体操 

大丸有エリアでエリマネとして行われている健康づく

り活動のうち，もっとも分かりやすいものが丸の内ラジ

オ体操である（図-4）．大丸有エリアマネジメント協会

と三菱地所株式会社が共同して主催し，毎年 5月の新緑

と秋の紅葉の時期を選んで開催されている．2015年秋 
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図-4 丸の内ラジオ体操（出典：エコッツェリア協会） 

        

  

図-5 丸の内ラジオ体操のポスター（出典：第 6回丸の内ラ

ジオ体操実施報告書） 

 

に第 1回が開催されて以来，2018年 5月で 6回を数える

（図-5）．丸の内仲通の 2か所（新国際ビル前及び丸の

内パークビル前）において，昼休みの 12時 45分から約

10 分間行われ，誰もが自由に参加できる（図-6）．実

施目的は，「丸の内ワーカーへラジオ体操を通じた気軽

な運動習慣を提供し，エリア内企業への浸透を目的とし

て実施．交通規制実施時間帯の丸の内仲通り車道を活用

し，街中で非日常的にラジオ体操が繰り広げられるシー

ンを創出」とされている 13)．各回の冒頭に NPO法人全国

ラジオ体操連盟の指導員によるワンポイントレッスンが

あり，その後，参加者により「ラジオ体操第一」が行 

われる．できるだけ多くの参加を促すため，参加者には

スタンプカードが配られ，参加するとそこにスタンプを

押してもらえる（図-7）．皆勤者には「素敵なプレゼン

ト」として，「周辺有名店の豪華ランチをお得な価格で

楽しめる」こととなっている．また，木曜日の会には英

語バージョンのラジオ体操が行われており，外国人ワー

カー・訪問客も多い大丸有エリアでは珍しそうに足を止

めてカメラを向ける姿も見られる 14)． 

  

 

図-6 丸の内ラジオ体操開催場所（出典：第 6回丸の内ラジ

オ体操実施報告書） 

 

                                       

図-7 スタンプカード（出典：「第 6回丸の内ラジオ体操実

施報告書」） 
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 表-1 丸の内ラジオ体操参加者数（出典：第 6回丸の内ラジ

オ体操実施報告書） 

 

 

2018 年度は，5 月 8 日(火)から 31 日（木）までの火

曜日と木曜日の全 7 回が予定され，雨天中止となった 2

回を除く 5回が実施された．エリア内の 2か所の合計で

延べ 724 人が参加し，うち 90 人が皆勤者となっている

（表-1）．さらにギャラリーとして見物に来た人も 212

人カウントされており，2 日間は雨天中止となったにも

かかわらず，多数のワーカーが体操を楽しんだことがう

かがえる 15)．主催者のホームページよると，参加者から

は「気持ちいい！」「肩こりに効いた」「すっきりした

気持ちで午後の仕事が始められる」という声も聴かれた

とのことであり（2017 年 5 月開催の第 4 回），仲通り

の爽快感，スタンプを押してもらえるという楽しさのた

めに参加している人も多いと紹介されている 16)． 

 

(2) 大手町・丸の内・有楽町仲通綱引き大会 

 綱引き大会も行われている．2016 年 8 月にリオ五輪

に合わせて企画された「丸の内スポーツフェス 2016」

というイベントの中で行われたのがきっかけとなり，

2018年 5月に第 3回を迎えた（図-8）．大丸有地区まち

づくり協議会と三菱地所株式会社で構成する「大手町・

丸の内・有楽町仲通り綱引き大会実行委員会」が主催し，

エリアの就業者が参加対象である 17)．参加チームは丸の

内エリア，大手町エリア，有楽町エリアの三つに分かれ

て予選リーグを戦い，各エリアで勝ち残った 2チームが

決勝リーグで力を競い合う．1 チーム 8 選手のうち一人

以上女性選手を参加させなければならない．優勝チーム

にはトロフィーとお食事券が贈呈され，現役プロレスラ

ーチームとのエキシビションマッチも行われる．2018

年の第 3回大会では，前年，2017 年の 21チームを上回

る 48 チームがエントリーし，熱戦の末ソニー生命保険

「うめぞう」チームが優勝した 18)．当日の会場は，各社

から駆け付けた応援も含めて異様な盛り上がりを見せる

とのことであり，参加企業も自社チームの活躍を HP で

取り上げるなど，エリアの企業もワーカーもともにイベ 

 

 

図-8 大手町・丸の内・有楽町仲通り綱引き大会（出典：大手

町・丸の内・有楽町仲通り綱引き大会実行委員会

HP） 

 

ントを盛り上げている 19)．イベントの様子を伝える情報

サイトには「都会の真ん中で凄い！見ごたえあります

ね．」「大企業がアホらしいことを楽しんでいるのに，

こころほっこり．この余裕があれば日本経済も安心な感

じ．」などというコメントが寄せられており，参加者も

観客もイベントを楽しんだ様子がうかがえる 20)． 

 

(3) 「丸の内ワーク＆ヘルス」プロジェクト 

a) 背景 

 丸の内エリアではこうしたイベントだけではなく，立

地している企業を巻き込んだ健康づくりの取組も並行し

て行われている．2014 年に政府が出した「日本再興戦

略改定 2014」に健康経営の普及が盛り込まれたことを

受け 21)，企業の間でも健康づくりへの関心が高まったが，

この時期に，エコッツェリア協会が中心となって「丸の

内ワーク＆ヘルス」プロジェクトが開始されている 22)． 

同協会の報告書では「メタボリック症候群に代表され

る身体の健康，うつ病など精神疾患のオフィスワーカー

の健康リスクが顕在化，保険料収入の減少による健康保

険組合の財政ひっ迫」などの背景が説明され，これに対

して「ワーカーが健康に働く（メタボ解消や未病対策）

環境整備が急務，健康関連のビジネスニーズに対しビジ

ネスモデルが確立されていない」と課題が整理されてい

る 23)．さらに，大丸有エリアに求められる機能として， 

① ワーカー， 

② 企業（サービス対象） 

③ 企業（サービス提供） 

④ エコッツェリア協会 

に分類して整理がなされ（表-2），エリマネ団体である 
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表-2 市場背景と課題，大丸有エリアに求められる機能 

（出典：2014年度丸の内ワーク＆ヘルス報告書） 

 今後の課題 大丸有エリアに求め

られる機能 

ワーカー ●社会保障負担の増加，

定年年齢の引き上げに

より健康に働き続ける

必要性が高まる 

●メンタルヘルス 

✔健康活動（検診，デー

タ分析，コミュニティ

活動）への参画機会を

提供 

企業 

（サービス

対象） 

●従業員のメンタルヘル

ス対策の急務 

●健康保険組合の財源が

ひっぱく 

✔人事・健保組合や，企

業の施設（オフィス，

社員食堂など）との連

動した活動 

企業 

（サービス

提供） 

●健康マーケットの拡大

に伴い，新たな商品・

サービス開発が急務 

●多様な研究機関や企業

のオープンイノベーシ

ョンの場が必要 

✔エリア飲食店との連携

により新たな「健康」

商品・サービス開発 

✔サービス提供企業の交

流による新たなビジネ

ス開拓 

エコッツェ

リア 

●健康ビジネス開発，サ

ポートの場の整備によ

る産業クラスター形成 

●高齢化にともない，就

業者や来訪者の“健

康”をサポートする社

会課題に即したまちづ

くりへの期待が高まる 

✔新たなビジネス/コミ

ュニティの創発を通じ

たエリアの活性化 

✔「健康都市」のまちづ

くりの先進モデルの構

築（CSV 実現），メデ

ィア発信 

 

エコッツェリア協会自身に「創発を通じたエリアの活性

化」や「健康都市のまちづくりの先進モデルの構築」と

いった求められる機能が割り当てられているのと並んで，

立地する企業を健康サービスの対象側と提供側に分けて，

それぞれにも求められる機能が割り当てられている．こ

の「丸の内ワーク＆ヘルス」は当初，10 社の参加から

始まったが，2014 年度時点で 30 社が参加しており，エ

コッツェリア協会を中心にエリアの企業が健康をテーマ

に協働して活動を行う形になった（表-3）．2014 年度

には 5回の会合を持ち，お互いに講師を出し合って，ヘ

ルスケア業界の動向・情報共有とネットワークづくり，

複数企業による新商材・サービスの創出・実証を目的に，

自社商材のプレゼンテーションや意見交換を行った．こ

うした活動の年度の総まとめとして実証実験フィール

ド・プログラムである「丸の内ヘルスケア・ラボ」が実

施された． 

b)「丸の内ヘルスケア・ラボ」 

この試みでは 3つのプロジェクトが実施されたが，最

も参加者が多かった（70 人）のが「丸の内健康倶楽

部」プロジェクトである．機器を用いてオフィスワーカ

ーの健康状態をデータ化し「遠隔医療診断による都市オ

フィス向け健康経営の簡易事業モデル」を実証する実験

である（図-9）．シャープ(株)，三菱電機エンジニアリ

ング(株)等が機材協力を行い，関西医科大学の協力を得

て行われた．被験者は，「ストレングスエルゴ」（脚力

測定ができる運動療法機），「健康コックピット」（座 

表-3 2014 年度「丸の内ワーク＆ヘルス」参加企業（出典：

2014年度丸の内ワーク＆ヘルス報告書） 

株式会社イトーキ 

株式会社ルネサス 

一般財団法人電力中央研究所 

三菱電機株式会社 

シスコシステムズ 

三菱電機エンジニアリング株式

会社 

三菱電機システムサービス株式

会社 

一般財団法人 10 分ランチフィッ

トネス協会 

生命科学インスティチュート 

株式会社ソニー・ミュージック

コミュニケーションズ 

株式会社伊藤園 

オムロンヘルスケア株式会社 

株式会社NTTデータ 

キリン株式会社 

株式会社フリート 

 

NHKエデュケーショナル 

THE JEXER TOKYO 

ドコモ・ヘルスケア株式会社 

健康ライフコンパス株式会社 

株式会社 JVC ケンウッド・ビクタ

ーエンタテイメント 

株式会社 YAMATO メディアソリュー

ション 

株式会社卑弥呼 

株式会社日立ソリューションズ 

セイコーエプソン株式会社 

シャープ株式会社 

株式会社ベネクス 

株式会社大島製作所 

特定非営利法人活動法人メタボラ

ンティア 

一般社団法人企業間フューチャー

センター 

三菱地所株式会社 

（順不同）（企業・団体数 30） 

 

るだけで体重・血圧・血管年齢・ストレス度合が計測で

きる機器）などを使って期間中に 3回，血圧，心拍数，

歩数，BMI などの基礎データを計測し，健康状態を「見

える化」するとともに，関西医科大学の医師から健康ア

ドバイスを受けた．その間，協力企業は機器に関する実

証データを取得し，そのデータはその後の開発・商品化

のための検討の用に供された． 

参加企業からは「一社では難しい実証実験ができた」

「健康をテーマに他社や医療有識者とのコラボレーショ

ンができた」等の感想が寄せられている 24)．また，機器

の開発に携わった企業内の専門家は，「健康意識の向上

には，実はエリア（地域活動）という考え方が重要だと

いう事も見えてきた」「ヘルスケア産業がビジネスとし

て難しい理由の一つが，本当に普及させたい大多数の不

健康な人たちの意識が低いという事なんです．つまり，

サービスを提供する側がそのレベルまでいったん降りて

いかないと成立しない．．．．エリアはその降りていく

方法の一つです．地域のみんなでやる，．．．そういう

工夫を仕掛けることで健康を意識するようになりま

す．」と述べている 25)．一方，このプロジェクトに中心

的にかかわった別の企業内専門家は，振り返って，この

ビジネスモデルの課題として以下の点を挙げている．ま

ず，①個人の健康データ管理のセキュリティ上の問題が

大きく，当時，信頼できる情報管理者の積極的な参加が

なかったこと，また，②参加者に個別に健康指導・栄養

指導を行う医療スタッフを常駐させるモデルで考えたが，

その体制を維持する条件がコスト高につながるものであ

ったこと．さらに，③（実証実験では協力いただいた

が）実際の事業としてはスペースの使用料についても必

要コストとして考慮する必要があったこと 26)． 
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 図-9 丸の内ヘルスケア・ラボ（出典：エコッツェリア協

会 HP） 

 

c)「クルソグ」プロジェクト 

 「丸の内ヘルスケア・ラボ」はこのように一定の成果

を上げたものの，一方では「一般向けの情報発信が不

足」「自社の踏み込みが今一つ（活動予算，事業な

ど）」「フィジカルだけでなくメンタルヘルスも考慮す

る」「具体的なビジネスモデルの構築が必要」といった

課題も参加者から寄せられていた 27)．エコッツェリア協

会は，健康サービスの提供側だけでなく需要側のニーズ

にもリーチする必要があると判断し，新たな取り組みを

模索することとした 28)．直接の発端となったのは，丸の

内の企業経営者有志による私的な勉強会である「丸の内

健康経営者倶楽部」が 2017年 4月 20日に発表した「丸

の内 WELL-BEING 宣言」である 29)．議論の中で，「単に

健康だけを考えていればいいという話ではない」という

共通認識が形成され，働き方改革と健康経営とダイバー

シティ経営の実現を通じて従業員の WELL-BEING と企業

の持続的成長を両立するための取組を進めるという宣言

がなされた 30)． 

 この趣旨を実現するための第一歩として，2017 年 6

月に三菱地所・野村総研・エコッツェリア協会の三者で

構成する「クルソグ実行委員会」が結成され，新たなプ

ロジェクトが開始された．「クルソグ」は，野村総研が

開発したウェブアプリを活用して参加企業の従業員一人

ひとりの健康状態や就労状況を「見える化」するもので，

さらに，三菱地所が提供する「運動」や「食」などを切

り口とした丸の内エリア内の多様なプログラムを，参加

企業の従業員に案内するサービスである 31)（図-10）．

先々は，企業の要望に応じて健診データや労務データと

連動して健康改善を図ることも見据えている（なお，

「クルソグ」とは，Quality Of Office-workers’ Life So Good!

＝COOL So Good!を略して作られた造語）．このプロジ

ェクトの目的は， 

①「健康増進」「働き方改革」を通じた顧客満足度の向

上（顧客とはエリアのワーカー，企業人事部，健保組

合，スポーツ施設，レストラン等）， 

 

図-10 クルソグサービス概念図（出典：三菱地所報道発表資

料(2017.6.27)） 

 

②企業集積，施設集積（スポーツ施設等），イベント集

積を IT システムでつなぐ「大丸有モデル構築」によ

るエリア差別化， 

③「働き方改革・健康増進支援サービス」のフィービジ

ネス成立可能性の検証， 

の三つである 32)． 

 約 4 か月のトライアルの結果，当初の想定を超える

42 社（人事部 27 社，健保 15 団体），4000 人を超える

登録者が得られた（図-11）33)．主催者がヒアリングを

した結果，「街の取組（イベント）と連動するのが良

い」「丸の内ワーカーに商材を知らしめる仕組みとして

評価」「健診データをデータ化したい」といった意見が

得られ，2018 年度も継続したい団体が，ヒアリングを

実施した 13社中 8社あったとのことである 34)． 

一方で，エコッツェリア協会の担当者は課題として以

下の２点をあげている 35)．まず，個人の健康情報のセン

シティビティの問題である．健康診断の結果をはじめと

する健康情報は個人情報の中でも特にセンシティブな情

報であり，外部との共有は容易ではない．次に立地企業

や健保の組織と，大丸有というエリアのカバーする範囲

の違いによる認識の差の問題である．現状としては健康

問題に関する取組は個別の企業や健保の単位で取り組ま

れることが多い．特に大丸有エリアに所在する大企業の

中には，地方にも多数の支店と従業員を抱えている場合

も少なくなく，大丸有エリアでだけ特別の試みを行うこ

とに対し，平等の観点からあまり前向きでないことも考

えられる． 

 

(4) 小括－地域ビジネスとして成立するための課題－ 

以上，ビジネス街のエリマネとして行われている健康

づくり活動について大丸有地区の事例を見てきた．ここ

で，これらの活動が地域のビジネスとして成立するため 
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図-11 「クルソグ」トライアル結果（出典：エコッツェリア    

協会提供資料） 

 

の課題についてまとめたい． 

a) 需要側から 

 まず，健康に関してよく似た特性を持つ需要者（オフ

ィスワーカー）がかたまりで存在しているというエリア

の特性をどのように活かすか，を考える必要がある．問

題は，こうした需要はあくまで潜在的に存在しているに

過ぎない点であり，これを如何に顕在化させるかがカギ

となる．「丸の内ヘルスケア・ラボ」に参加した企業内

専門家もヘルスケア・ビジネスが難しい点として，不健

康な人の大多数の意識の低さを指摘していた．理論的に

は，行動科学分野の成果を応用した「行動変容のトラン

スセオレティカル・モデル（TTM）」が参考になる 36)．

このモデルは「運動行動変容の段階」を次の 5つに区分

するものである：①無関心期，②関心期，③準備期，④

実行期，⑤維持期（表-4）．日本の中高年を対象とした

ある調査によれば，その割合は①27％，②22％，③19％，

④8％，⑤25％であったとのことであり 37)，無関心期か

ら準備期にかけて分布している厚い層をマーケットに取

り込む工夫が求められる．大丸有で行われているラジオ

体操は手軽さの点で，また綱引き大会はみんなで取り組

む楽しさの点で，参加へのハードルを下げて行動変容の

きっかけを作ることにより，健康づくりへの素地を作っ

ているものとして意味を認めることができる． 

しかしながら，きっかけ作りに終わっていては継続的

な健康づくりに結びつかないし，ビジネスとしても期待

できない．TTM に基づく多くの研究が，段階に応じた

介入を行うことにより健康づくりに向けた行動の変容が

促進されることを明らかにしており，例えば，関心期の

人には「運動の恩恵と負担の知覚を強化して意思決定の

バランスシートを利用すること」，準備期の人には「定

期的な活動を達成した場合に自己報酬を与えるような自 

表-4  運動行動変容の段階の定義 

段階 定義 

①  

無関心期 

現在，運動はしていない．また，６カ月以内

にもするつもりはない． 

②  

関心期 

現在，運動はしていない．しかし，６カ月以

内に始めようとは思っている． 

③  

準備期 

現在，運動はしている．しかし，定期的では

ない． 

④  

実行期 

現在，定期的に運動している．しかし，始め

てから間もない（６カ月以内）． 

⑤  

維持期 

現在，定期的に運動している．また，６カ月

以上継続している． 

＊「定期的」な運動とは，週 3 回以上，運動時間が 1 回 20

分以上の運動を指す． 

出典：岡浩一朗（2000）所収の表を簡略化 

 

己強化のスキルを学習させること」，などが提案されて

いる 38)．その意味で，オフィスワーカー一人ひとりのデ

ータをもとに，その人にカスタマイズされた健康指導を

行う「丸の内ヘルケア・ラボ」や「クルソグ・プロジェ

クト」の試みは，イベントによるきっかけ作りの次の段

階として正しい方向性を目指しているといえる．ただ，

こうした取組みは，次にまとめるように，供給する側に

生じる問題点を明らかにすることにもなった． 

b) 供給側から 

 ビジネス街には多数の企業が近接して立地しており，

それぞれが多様で固有の知識・ノウハウや経営資源を持

っている．エリアのこうした特性を活かして健康産業・

健康サービスにおけるイノベーションを引き出していく

ことが課題である．ビジネスモデル確立のための知識・

ノウハウは各企業に分散しているため，これらを相互に

結び付けるための「場」を設定することは大きな意味を

持っている．こうした「場」の設定はエリマネ団体の得

意分野であり，実際，「丸の内ワーク＆ヘルス」プロジ

ェクトではエコッツェリア協会等が設定した「場」に

30 社を超える健康産業関連企業が集い，意見交換と実

証実験を行った． 

こうした試行の中からエリアの健康づくりビジネスに

関する課題は徐々に明らかになってきた．例えば， 

①個人の健康情報のセンシティビティをめぐる問題， 

②個別の健康指導体制の整備等に関するコストの問題，

③企業本社や健保組合本部の特定エリアでの取組みに  

対する意識の問題， 

などである．①の問題は，個人情報保護法が企業や健保

組合による個人の健康情報の取得や第三者への提供を本

人の同意に係らしめているところから生じている（同法

第 17条，第 23条）．さらに，個人データの取り扱いを

外部に委託した場合には委託先への「必要かつ適切な管

理，監督」の責任を負わされている結果（同法第 22
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条），企業や健保組合は，把握している個人のデータを

一括して外部に委託して関連サービスを購入することに

は後ろ向きとなっている．結局，ビジネスモデルとして

は個々のワーカーを対象とするか，企業を対象とする場

合，センシティブな情報を扱わないものとしているのが

現状である．②については，特に多忙で人件費の高い医

師等のプロフェッショナルを常時確保する必要性から来

ている．規制のグレーソーンの解消や IT 技術の活用等

によって効率的にサービスが提供される体制が望まれる．

③に関しては，「社内の試行的な位置づけでまずは大丸

有から始める」というようなアプローチは取れないか，

可能性を探るべきであろう． 

エリアの特性を活かし，これらの課題ををクリアして

持続的なビジネスモデルを確立することが求められる． 

 

 

４．札幌駅前通まちづくり株式会社の取組み 

 

 エリマネ活動として行われている健康づくり活動は他

の地域にも広がりを見せはじめている．その事例として，

以下に，札幌駅前通まちづくり株式会社の取り組みを取

り上げる． 

 札幌駅前通まちづくり株式会社は，2010 年 9 月に関

係 17 企業・団体により設立された札幌駅前通地区を活

動エリアとするエリマネ団体である．同エリアは，JR

札幌駅とその南側にある大通地区の商業ゾーンの間に位

置する道内で最大規模のビジネス街であるため，同社で

はまちづくりの主役をビジネスパーソンと考え，単なる

仕事場ではない，様々な人が出会い楽しめる「場」とし

て，魅力ある都心の創造に努めている 39）． 

 同社では 2018 年 9 月から「人体改造カブ式会社」と

いう取組みを開始した（図-12）．同社の HPによると，

「人体改造カブ式会社」は，駅前通り周辺で働くオフィ

スワーカーの健康ニーズを明らかにしていくとともに，

参加者に「自らを人体改造＝ヘルスケアしていくための

計画」を立ててもらい，それを参加者とともに実践して

いくとされている 40)．まちづくり会社の実施計画書には，

「札幌市は支店経済のまちで，札幌駅前通地区のオフィ

スワーカーには単身赴任者も多く，食生活などが不規則

になり，外食に偏りがちになるなど，札幌駅前通地区独

自の健康づくりに関する需要があると想定されます．」

と，地区の特色を意識した取り組みであることが示され

ている．また，「地域企業とも協働していく仕組みをつ

くりながら，「人体改造カブ式会社」のメンバーと共に

月に１～２回のミーティングからアイデアを具体化し，

実施していきます」とも記されている 41)． 

2018年 9月 28日に第 1回のワークショップを開催し， 

     

図-12 「人体改造カブ式会社」のチラシ 

(出典：札幌駅前通まちづくり株式会社 HP) 

 

一般から募集した参加者の中から 3人のコアメンバーを

選定している（不動産会社勤務と通信機器メーカー勤務

のオフィスワーカーが各 1名，看護師 1名）．この外部

からの参加者を含めたメンバーを「社員」と称し，「社

内会議」と称するワークショップを 10 月 22 日，11 月

13日，12月 17日も開催している．「社内会議」では，

主体的な参加者を得て良い議論を重ねているとのことで

あり，「人体改造カブ式会社」としての初めての対外活

動となる「まちなか足湯プロジェクト」に向けて準備中

である．このプロジェクトは，エリアのオフィスワーカ

ーを対象に，仕事の疲労回復やメンタルヘルスケアを目

的として足湯を使ってもらい（実際は同等の効果のある

温熱器），その間，手もみを施しながら語りを傾聴し，

その中から出てきた「つぶやき」を記録・分類して札幌

駅前通の健康ニーズを調査するというものである．まち

づくり株式会社としては，地域の企業などの協力も求め

て「人体改造カブ式会社」によるエリアの健康づくりが

自走できるプロジェクトとなることを目指している 42)． 

一方で，北海道経済産業局の支援を受けた北海道ヘル

スケア産業振興協議会という別の組織が，これに一歩先

んじて北海道レベルでヘルスケア産業の振興に着手し，

ビジネスのマッチングなどに成果を上げつつある 43)．エ

リマネ団体の視点から健康づくりを見た場合，イベント

によるきっかけ作りは，いわば賑わいづくりの延長であ

り，得意分野でもあるが，ビジネスの創発となるとその

守備範囲を超える部分も大きく，エリマネ団体にとって

は活動の新しい可能性を試す一つの試金石であるとも言

える．産業政策や保健医療政策の立場から行われる国や

都道府県レベルの取組みに加えて，都市内の一エリアと

して何を付加価値として貢献できるか，探る必要があろ

う．これに対しては，一応，多様な企業が極めて近い範
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囲に近接して多数立地しているというビジネス街のエリ

ア特性がポイントとなると指摘できよう．しかしながら，

経済地理学の文献では，地理的近接性はそれだけでは相

互学習によるイノベーションの必要条件とも十分条件と

もならず，認知的，組織的，社会的，制度的といった他

の意味での近接性を通してその効果を発揮すると言われ

ている 44）．地域ビジネスとして健康づくりを考える場

合，ミクロレベルでの人間関係や信頼に注目する社会的

近接性が重要であろう．顔の見える関係を重視する社会

的近接性では，大丸有のような 100haを超えるようなエ

リアより，むしろ地方都市のエリアのほうが優位性を持

つ場合もあるであろう．大丸有の「クルソグ」プロジェ

クトでは，参加した大企業がエリアでの取組みに必ずし

も前向きでないとの指摘があったが，大丸有企業の視点

からすると全国レベルで考えるのは当然で，エリアの健

康づくりを地域ビジネスとして考えるなら，札幌駅前通

程度の規模で社会的近接性を活かしたビジネス創発にも

可能性があるのではないだろうか． 

「人体改造カブ式会社」は大丸有のものと比べてこぢ

んまりとした手作り感のある取組みとなっているが，ま

だ立ち上げ準備期で本格的な活動は 2019 年度からであ

る．地方都市のエリマネ団体としてエリアの健康づくり

ビジネスにどのような形で貢献できるか，試行錯誤が始

まっている． 

 

 

５．まとめ 

最後にエリマネ団体に期待される役割を整理したい．  

エリアの健康づくり活動をビジネスとして考えた場合，

実際にそれを行うのはだれか，をまず明確に意識する必

要がある．エリマネ団体自体はまちづくりにノウハウは

あっても，健康づくりについては門外漢である．エリア

内に分散した知識やノウハウを結び付ける「場」の設定

はできるが，自らそれを学習して独自に健康づくりビジ

ネスを行うことは容易ではない．ビジネスモデルを確立

して実際にそれを実施する主体は別に想定すべきであろ

う．おそらく医療・スポーツ・保健関係にノウハウを持

つ企業が中心となり，エリマネ団体とも協働しながらエ

リアの内外に散在する知識の探索と活用を行ってビジネ

スとして立ち上げるのが近道ではないだろうか． 

一方，エリマネ団体には，自らビジネスに取組むこと

も否定はされないものの，立地する企業間の情報交換や

相互学習の「場」を設けることを通じてイノベーション

を促し，エリアの健康ビジネスの立ち上げを促す役割が

期待される．大丸有の主要なエリマネ３団体が共同でま

とめた「大丸有サステイナブルビジョン」には，「環境

や健康など，新たな社会課題に関するイノベーションに

柔軟に対応するインフラや空間を備えることで，イノベ

ーションのための場づくりを進めるとともに，アイデア

や思いをイノベーションにつなげていくための仕組みも

備えたまちを目指します」と述べられている 45）． 

また，エリマネ団体は，楽しいイベントなどを通して

エリアのワーカーの健康に対する関心を高め，潜在的な

健康ビジネスへの需要を顕在化させることによって，ビ

ジネスが成立する素地を作ることができる．その際，ま

ちづくりの隣接分野である交通計画においてその有効性

が示されているモビリティ・マネジメントの知見を応用

することも有効であろう．実際，大丸有のビジネス街で

ラジオ体操や綱引きを行うこと自体，非日常的な経験を

通じて持続的な行動変容を期待する「一時的構造変化方

略」の応用とも見られるし，札幌駅前通の「人体改造カ

ブ式会社」の「ワーカー自ら健康改善の計画をたてても

らい一緒に実践する」というアイデアは，「行動プラン

法」の実践とも考えられる 46)． 

これらのビジネスの素地を作る役割に加えて，エリマ

ネ団体は，健康づくりの取組みを個別企業ではなくエリ

アのものとすることにより，国や地方自治体の協力を引

き出す役割を果たしうる．既に大丸有のエコッツェリア

協会は「クルソグ・プロジェクト」を経済産業省，東京

都や千代田区の後援を得て実施しているが，ほかにもイ

ベント関連に必要となる許認可を円滑に取得したり，エ

リアの取り組みから明らかになった課題を行政と共有し，

助言を受けたり，新たな提案をしたりする役割も果たし

得るのではないだろうか．エリマネ団体がビジネスの素

地づくりに徹するとすれば，活動から直接収益を上げる

ことは難しくなる．地域の健康ビジネスに共益性を超え

る公益性が認められれば公的補助の可能性も検討されて

よいであろう． 

さらに，エリマネ団体は，エリアの特性を熟知してい

る立場から，そのエリアにふさわしい地域ビジネスの在

り方について提案し，方向付けする役割も果たしうると

考えられる．札幌駅前通まちづくり株式会社が，札幌の

支店経済としての特徴から単身赴任者の健康づくりに注

目しているのがその例である． 

今後，社会の高齢化とともに健康はテーマとしての重

要性を増していくものと考えられる．エリマネとしての

健康づくり活動を持続的なものとして定着させるために

は，地域ビジネスとして成立させることが有効であり，

そのための条件をさらに明らかにしていくことが求めら

れる． 

 

謝辞： 本稿をまとめるに際して、井上成氏はじめエ

コッツェリア協会の皆様、三菱電機の加山勉氏、札幌駅

前通まちづくり株式会社の芳村直孝氏にご協力いただき

43 / Global Business Journal, Vol.4 No.1, 2018



ました。記して謝意を表します。 

 

参考文献 

[1]  小林重敬編著：“最新エリアマネジメント：街を運営

する民間組織と活動財源”, 学芸出版社, 2015. 

小林重敬＋森記念財団編著：“まちの価値を高めるエ

リアマネジメント”, 学芸出版社, 2018. 

[2]  小林重敬編著：“最新エリアマネジメント：街を運営

する民間組織と活動財源 ”, 学芸出版社，pp.92-95. 

2015. 

[3] 国土交通省土地・水資源局：“エリアマネジメント推

進マニュアル”, p9, 2008. 

[4] Mitchell, Jerry: “ Business Improvement Districts and the Shape of Amer-

ican Cities”,  p35, State University of New York Press,  2008. 

[5] 小林重敬編著：“最新エリアマネジメント：街を運営する

民間組織と活動財源”, 学芸出版社, 2015. 

[6] “全国エリアマネジメントネットワークホームページ”,  

http://areamanagementnetwork.jp/member/ 

[7] 京都大学経営管理大学院官民まちづくり研究会：“報告書”, 

p109,  2015. 

[8] 京都大学経営管理大学院官民まちづくり研究会：“報告書”, 

p134,  2015. 

[9] 京都大学経営管理大学院官民まちづくり研究会：“報告書”, 

p137,  2015. 

 [10] “大手町・丸の内・有楽町まちづくり協議会ホームペー

ジ”, 

 http://www.otemachi-marunouchi-yurakucho.jp/introduction/ 

[11] 大手町・丸の内・有楽町まちづくり懇談会：“大手町・丸

の内・有楽町地区まちづくりガイドライン 2014”,  2014. 

[12] 大手町・丸の内・有楽町まちづくり懇談会：“大手町・丸

の内・有楽町地区まちづくりガイドライン緑環境デザイン

マニュアル 2013”,  2013. 

[13] 大丸有エリアマネジメント協会・三菱地所株式会社：“第

6回丸の内ラジオ体操実施報告書”，p1， 2018 

[14] “大丸有エリアマネジメント協会ホームページ”, 

http://www.ligare.jp/event_report/第 4 回大手町・丸の内・有楽

町ラジオ体操開催%ef%bc%81/  

[15] 大丸有エリアマネジメント協会・三菱地所株式会社：“第

6回丸の内ラジオ体操実施報告書”, p3,  2018. 

[16] “大丸有エリアマネジメント協会ホームページ”, 

http://www.ligare.jp/event_report/第 4 回大手町・丸の内・有楽

町ラジオ体操開催%ef%bc%81/ 

[17] “大手町・丸の内・有楽町仲通り綱引き大会実行委員会ホ

ームページ”,. 

http://www.mec.co.jp/j/news/archives/tsunahiki.pdf 

[18] “大手町・丸の内・有楽町仲通り綱引き大会実行委員会ホ

ームページ”,  

http://www.marunouchi-event.com/tsunahiki2018/?toppaI 

[19] “ボーイングジャパンホームページ”, 

http://www.aviationwire.jp/archives/148339 

[20] “丸の内ドットコム－Marunouchi.com ホームページ”, 

https://www.facebook.com/marunouchicom/ 

[21] “日本再興戦略改定2014”,  ”首相官邸ホームページ”, 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/honbunJP.pdf 

[22] エコッツェリア協会：”2014 年度丸の内ワーク＆ヘルス報

告書”,  2015. 

[23] エコッツェリア協会：“2014 年度丸の内ワーク＆ヘルス報

告書”,  2015. 

 [24] エコッツェリア協会：“2014年度丸の内ワーク＆ヘルス報

告書”,  2015. 

 [25] 三菱電機エンジニアリング医療福祉機器技術開発部チー

フ水庫功氏の発言．“エコッツェリア協会ホームページ”, 

http://www.ecozzeria.jp/series/column/column150526.html 

[26] エコッツェリア「丸の内健康倶楽部」に参加した三菱

電機の加山勉氏へのインタビュー（2018年 12月 18日） 

[27] エコッツェリア協会：“2014 年度丸の内ワーク＆ヘルス報

告書”,  2015. 

 [28] エコッツェリア協会理事井上茂氏，事務局次長田口真司

氏，SDGｓビジネス・クリエーター井上航太氏へのインタ

ビュー（2018年5月 24日）. 

[29] 5月 24日インタビュー. 

[30] 上記インタビュー及び“健康経営会議ホームページ”, 

http://www.kk-kaigi.com/pdf/2017material_inoue.pdf 

[31] “三菱地所ホームページ”,  

http://www.mec.co.jp/j/news/archives/mec170627_qulsogood.pdf 

[32] 5月 24日インタビュー時の提供資料. 

[33] 5月 24日インタビュー時の提供資料. 

[34]  5月 24日インタビュー時の提供資料. 

[35] エコッツェリア協会理事井上成氏へのインタビュー（2018

年 12月18日）. 

[36] 岡浩一朗：“行動変容のトランスセオレティカル・モデル

に基づく運動アドヒレンス研究の動向”,  体育学研究45：

543-561, 2000 

[37] 岡浩一朗：“中年者における運動行動の変容段階と運動セ

ルフ・エフィカシーの関係”, 日本公衛誌2003；50(3)：208-

215,  2003. 

[38] 岡浩一朗：“行動変容のトランスセオレティカル・モ

デルに基づく運動アドヒレンス研究の動向”, 体育学研

究 45：543-561,  p555,  2000 

[39] 小林重敬編著：“最新エリアマネジメント：街を運営

する民間組織と活動財源”, 学芸出版社，pp97-100 , 

2015. 

[40] “札幌駅前通まちづくり会社ホームページ”, 

 https://www.cobarstreet.com/2018/09/15/9月 28日-金-開催-人体改

造カブ式会社-参加者募集中/  

[41] 札幌駅前通まちづくり株式会社：“「人体改造カブ式会

社」実施計画書、平成30年 7月2日”,  2018. 

[42] 札幌駅前まちづくり株式会社取締役統括マネージャー芳

村直孝氏へのインタビュー（2018年 12月 25日） 

[43] 北海道ヘルスケア産業振興会事務局：“北海道ヘルスケア

産業振興協議会の活動について平成 30年 3月 8日”,  2018．  

[44] Boschma, R.A.: “Proximity and Innovation : A Critical Assessment,” 

Regional Studies, 39 (1), 61-74, 2005. 

[45] 大丸有サステイナブルビジョン策定委員会：“大丸有

サステイナブルビジョン”, 2013. 

“エコッツェリア協会ホームページ”, 

http://www.ecozzeria.jp/about/machi.html 

 [46] 谷口綾子・藤井聡：“公共交通利用促進のためのモビ

リティ・マネジメントの効果分析”, 土木学会論文集 D, 

Vol.62 No.1, 87-95, 2006. 

 

2018年7月31日  受稿 

2019年3月8日  受理 

.    

44 / Global Business Journal, Vol.4 No.1, 2018



 

HEALTH PROMOTION ACTIVITIES AS AREA BASED MANAGEMENT IN THE 

CENTRAL BUSINESS DISTRICT: 

FOCUSING ON THE CASE OF OTEMACHI-MARUNOUCHI-YURAKUCHOU 

DISTRICT 

 

Yasushi YOSHIDA 

 
The area based management which consists of various activities for communal interests by community 

stakeholders has achieved positive results so far in many fields such as urban landscape, vibrant commu-

nity, crime prevention, and so on. Recently, area management bodies in the Oteamchi-Marunouchi-

Yurakucho District, which is a typical business district in Japan, are engaging in health promotion activi-

ties as area based management. Such activities must contribute to making the Japanese economy more ef-

ficient through creating healthier work places. It may also contribute to the progress of the health-related 

industry by offering an experimental field for health related businesses in the area. In order to make these 

activities sustainable, it would be effective to translate these activities into a community business.This 

paper clarifies the current situation and challenges of the health promotion as area based management. 
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